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は じ め に

近年の中国における産業政策の特徴として，

小規模かつ在来型の設備技術の淘汰が進められ

る一方，先進的設備技術を政策的イニシアティ

ブのもと，積極的に導入しようとする動きがあ

る。本稿の問題意識は，こういった産業政策の

進め方が果たして正しいのかを吟味しようとす

ることにある。そのためには生産構造・市場構

造や産業組織の分析といった経済学的観点と並

行して，生産過程内部での設備技術，操業に関

する技能，生産管理等，広い意味での産業技術

面からの分析を行う必要がある。

中国鉄鋼業における産業政策の再検証
──進展する市場形成の下での淘汰政策の評価──

うじ かわ けい じ

氏 川 恵 次

ほり い のぶ ひろ

堀 井 伸 浩

《要 約》

中国鉄鋼業において１９９０年代以降推し進められてきた中心的な産業政策として，生産規模という一

律の基準に基づいた強制的な淘汰政策，そして重点企業を主たる対象とする産業技術政策がある。本

稿はこうした政策の妥当性を経済学的観点と生産過程に踏み込んだ産業技術面の分析から再検証する。

分析の結果，銑鉄・コークス・鋼材市場においては競争的市場が形成されつつあり，その点を鑑みる

と強制的な，政府の恣意的な基準に基づく淘汰政策よりも「市場メカニズムを活用した淘汰」のほう

が望ましいと考えられる。政策の評価にあたっては，特に環境問題の改善効果に焦点をあてた。生産

規模は小規模であるとしても適切な技能・生産管理の水準に達している場合，環境汚染の問題は解決

しうる。したがって一律でない，多様な指標に基づいた慎重な規制を行う必要がある。環境汚染など

の外部不経済を及ぼさないかぎり，企業は存続を認められるべきであり，淘汰されるべき企業の選別

は市場メカニズムによるべきであると考える。その意味でも，現在の産業技術政策が重点企業に傾倒

し，重点企業以外の企業は等閑視されてきたが，非重点企業も含めた産業全体の技術水準の向上に向

けた政策支援が考えられるべきであろう。

──────────────────────────────────────────────
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こうした問題意識に基づき，本稿では中国鉄

鋼業において展開されてきた産業政策を分析対

象とする。近年の世界的な業界再編の動きのな

か，中国鉄鋼業は国内の旺盛な鉄鋼需要を享受

しつつ，設備の大規模化を進めてきた。２０００年

以降，銑鉄・粗鋼の生産量は，ともに１億３１００

万トンから，２００４年にはそれぞれ２億５６７０万ト

ン，２億７４７０万トンと急激な拡大をみせた。５

年間で１億トン以上もの生産量の増加という状

況は，世界史上でも未曾有の事態である。第１０

次５カ年計画（２００１～２００５年，以下，「十・五」）

において，鋼材見掛消費量を２００５年までに１億

４０００万トンとすることが産業政策の主要目標と

して設定されていたが，実際には２００４年時点で

すでに３億１０００万トンへと達し，数値目標を大

幅に上回る生産がなされた。

こうした生産量の急増は過熱化した経済がも

たらした需要の急増に牽引されたものであるが，

一方で生産能力の野放図な拡充が進んだ結果で

もある。すなわち目を見張る生産量の爆発的拡

大は実は小規模設備の淘汰を中心的内容とした

これまでの産業政策が実際には所期の効果を果

たせなかったことの裏返しでもある。しかし現

在の第１１次５カ年計画（２００６～２０１０年，以下，

「十一・五」）においても，生産の量的拡大の追

求は完全に影を潜め，技術水準の質的向上を狙

って，重点企業に先進設備を集中的に導入する

一方，引き続き小規模かつ在来型設備の淘汰と

いう産業技術政策が並行して進められている。

本稿では，中国鉄鋼業で進められてきた産業

政策の効果とその正当性を評価する目的のもと，

設備技術の淘汰政策が本格化した「九・五」期

（１９９６～２０００年）にまで遡って分析し，合わせ

て重点企業を中心とした産業技術政策について

も検証した上で，産業政策の是非，必要性につ

いて経済学的観点からのみならず，生産プロセ

スの面からも分析する。

中国政府は産業政策として１０年余りにわたっ

て一律の基準，主として生産規模の大小に基づ

く，機械的な設備淘汰政策を重視してきている。

中国の産業政策をめぐる先行研究はこうした中

国政府による強制的な設備淘汰政策に対して，

おおむね肯定的な評価を行っている。しかしあ

る程度競争的な市場が形成されつつある状況に

おいては，こうした設備淘汰政策よりも，「市

場メカニズムを活用した淘汰」として淘汰され

るべき企業の選別は市場に任せることとし，た

だ外部不経済が存在する場合に限ってのみ，解

消に向けた合理的な目標を設定し，慎重な政策

介入を行うこととするべきではないだろう

か（注１）。例えば産業政策の主目的のひとつであ

る環境問題への対応についても，その設備が小

規模であったとしても，適切な技能・経営管理

の水準を有するならば，必ずしも環境汚染を引

き起こすわけではない。その意味で上記の設備

淘汰政策の是非については否定的な評価となる

可能性が高い。これが本稿の中心となる仮説で

あり，以下詳しく分析し，いかなる政策のあり

方が望ましいか，検討したい。

論文全体の構成は，以下の通り。まず第Ⅰ節

で中国鉄鋼業とその産業政策にかかわる先行研

究の批判的検討を行う。第Ⅱ節では１９９０年代以

降の淘汰政策の進展について整理し，その実効

性を，特に環境政策に注目して評価する。第Ⅲ

節では各企業の技術水準の引き上げを目指した

産業技術政策の必要性と実際の政策の効果を検

証する。第Ⅳ節では前節までの分析内容から，

産業政策に関する本研究のインプリケーション
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を導出し，先行研究との関係における本研究の

意義を明らかにする。最後に第Ⅴ節で結論と今

後の展望を述べる。

Ⅰ 先行研究のレビュー

産業政策を正当化する根拠として，市場の失

敗が挙げられる。市場の失敗の具体的なものに

は，外部（不）経済，公共財，生産要素移動の

不完全性，収穫逓増などがある（注２）。また市場

自体が十分に発達していない後発国で工業化を

進める際，市場の担い手である企業や産業を，

公営企業の設立，外資導入などによって育成す

ることも産業政策の目的となりうる［石川

１９９０］。このように一般的に産業政策は，総合

的な政策として多様な政策目的を含むといえる。

これらの市場の失敗の有無やその程度を明ら

かにするには，経済学的な観点と並行して，産

業技術的な観点からも分析を行う必要がある。

とくに中国では必要以上に産業政策を名目とし

た市場介入がなされてきたため，近年ではかえ

って市場メカニズムの役割を過度に重視する傾

向がある。これに対し，産業政策の妥当性を評

価するには，その根拠となりうる市場の失敗の

存否を産業技術の分析によって明らかにするこ

とが求められる。それゆえ，産業技術の側面も

含んだ分析は一層重要性を増すといえる。他方

で産業技術的な観点のみによる批判は，設備が

効率的か否かという側面に視野が狭められ，従

業員の技能や工場・企業経営全体としての効率

性や特定企業を優遇することで産業競争力が失

われるなどの企業間の資源配分の分析が抜け落

ちてしまうという問題もある［丸川２０００，�―

�］。

市場メカニズムを基本に据えた産業政策が適

用されはじめたのは，中国では１９８０年代以降で

あるとされている。従来の計画経済下での重工

業偏重の産業構造を軽工業育成に転換すること

を目的とした第１期（１９７８～８４年），一定規模の

統一市場の形成とともに市場メカニズムによる

産業政策が石炭，鉄鋼等の素材産業，交通イン

フラ等を対象とする建設業をはじめとして重点

的に適用されはじめた第２期（１９８４～９２年），自

動車産業，電子通信産業等の基幹産業を育成す

る反面，国有企業改革の一環としての過剰設備

廃棄淘汰が主たる目的となってきた第３期

（１９９２年～）に区分される［朽木２０００，６２―６４；

陳２０００，７３―７８］。

本稿で分析対象とする鉄鋼業についても，

１９８４年頃から１９９０年代後半に至るまで，重点的

な素材産業として技術水準の向上が図られてき

た一方，１９９０年代前半から設備淘汰政策が推し

進められてきた。企業形態別には，国有企業の

うち粗鋼・鋼材生産量の生産規模で上位に連な

る大型企業が重点企業として定義されているが，

近年ではこれらの重点企業を中心に先進的な設

備技術を導入する政策と，他方で重点企業以外

（本稿では非重点企業と呼称する）の企業のうち，

特に小規模かつ在来型の設備を主として淘汰す

る政策とが並行して進められている。以下に近

年の代表的な先行研究との関係における本稿の

位置づけを整理しておこう。

まず産業分析の視点において，田島の研究で

は産業組織論の視角から，中国鉄鋼業での大規

模企業と中小規模企業の「二重構造」が明らか

にされている［田島１９９０］。また杉本は，企業

類型別の生産構造および産業技術の分析により，

高品質化のための設備大規模化が全国的に進め
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られる一方，地域経済への安定的な鋼材供給や

地方政府の権益確保を目的に地方ごとに域内市

場を封鎖する動きが生じているという矛盾した

状況を実証的に描き出している［杉本２０００］。

上記の研究では生産構造・産業組織の分析に加

えて，技術的な側面についても分析がなされ，

また産業政策の分析も行われている。しかし中

国の産業・企業分析に際しては，国有企業をは

じめとする会社形態，とりわけその生産過程で

の生産管理のあり方は資本主義諸国と比して特

殊性が強いため，設備技術の分析だけではなく

技能や経営管理といった企業内部の要因を分析

の視野に入れる必要がある。

その意味で企業分析の視点からの先行研究を

挙げておく必要があるだろう。松崎らの研究で

は，国有重点企業の一つである首都鋼鉄を事例

として，経営組織および政府との関係性を明ら

かにした上で，設備技術，物的労働生産性およ

び操業能率水準といった側面から国有企業の技

術革新の内容を分析している［松崎１９９６］。ま

た李の研究では，国有企業改革を労使関係の視

点から評価し，自主経営による企業改革と海外

からの技術移転・労務管理による企業改革の典

型例として首都鋼鉄と宝山鋼鉄とを事例に，自

主経営と能率管理および社会主義体制との関係

性，経営組織と労務管理制度との関係性に関す

る分析がなされている［李２０００］。さらに劉の

研究では，経営自主権が拡大した国有企業の経

営者の資質と経営効率との関係について，パネ

ルデータを用いた利潤率関数の計測を通じて，

非国有企業と比して国有企業では経営者の資質

に問題があることを指摘し，経営管理上の問題

が導き出されている［劉２００２］。これらの研究

では，産業政策の分析の前提として生産過程の

問題を扱ってはいるが，生産過程における技術

の問題の延長線上にある，市場の失敗への対処

たる環境政策については対象とされていない。

また分析の対象が国有企業とくに重点企業に特

化され，生産の担い手として無視しえない非重

点企業について，十分に取り扱われていないよ

うに見受けられる。

一方，最近の川端の研究では，従来不十分で

あった国際分業構造について，企業類型論の視

点から東アジア地域の鉄鋼業の生産・貿易構造

を明らかにしつつ，中国鉄鋼業での銑鋼一貫企

業の特殊性についても指摘している［川端

２００５］。同研究では東アジア各国の産業政策と

して，例えば雇用の維持，地域産業の育成とい

った広義の産業政策についても個別的に取り上

げてはいるが，総合的な産業政策の各側面とし

て位置づけた分析の形式はとっていない。

これらの先行研究にたいして本稿では，従来

経済学的および産業技術的な分析が十分になさ

れていない「九・五」期以降を対象とし，設備

淘汰政策の妥当性について，産業・企業レベル

での産業技術分析の視角を通じて検証する。ま

た外部不経済への対処としての環境政策や産業

技術政策も含めた産業政策の総合的な再評価を

試みたい。

Ⅱ 淘汰政策の実効性の評価

１．銑鉄生産と淘汰政策

本節では，１９９０年代以降に本格化した過剰設

備の淘汰政策について考察する。１９９３年以降に

銑鉄生産が拡大した際の設備状況を表１で確認

すると，その内訳は内容積１００立方メートル未

満の小規模な高炉の数が急増していることがわ
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かる。また下流部門では同じく小規模な転炉も

増加している。この背景としては以下のような

事情があった。すなわち計画価格と市場価格と

が併存する「双軌制」が採られていた状況から，

市場価格を中心とした制度への移行は１９８０年代

後半から１９９２年にかけて進められていったが，

鋼材価格についてもまた１９９２年頃から自由化が

進められることとなった。それに伴い銑鉄価格

も上昇したため，これにインセンティブを受け

た主に地方企業による小型高炉および転炉の建

設が急激に進む結果となったのである。

こうした状況に対し，「九・五」計画では，

２０００年を期限に内容積１００立方メートル以下の

高炉，小型転炉，小型電気炉の淘汰と事業活動

の禁止を打ち出すこととなった［東西貿易通信

社編集部１９９８，８１―８３］。この時期に設備淘汰が

推進された理由としては，まず国有企業改革の

一環としての側面がある。１９８０年代後半からの

国有企業での経営請負制導入の後，１９９０年代に

入ると株式制導入と一部の重点企業以外の民営

化が意図され，この政策の一環としてこうした

企業以外，とくに中小規模企業の整理・統合を

目的とする淘汰政策が推進された。さらに環境

政策のスタンスの変更という側面も重要である。

１９８９年には環境保護法が制定され，国内的に環

境保護制度の確立を目指すとともに，対外的に

も１９９２年の「環境と開発に関する国連会議」に

おいて環境重視の姿勢を打ち出すという状況で

あった。そのため従来は国有企業に絞られてき

た直接規制の対象を深刻な資源浪費・汚染排出

源であった小規模な郷鎮企業にも拡大すること

となった。その結果，１９９５年から２０００年にかけ

て，高炉平均内容積は８５．３立方メートルから

６０６．７立方メートル，転炉平均生産能力は２４．２

トンから４７．５トン，電炉平均生産能力は６．３ト

ンから２４．４トンと設備の規模拡大が進み［《中

国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会２００２a，

１０９］，とくに高炉については大幅な規模拡大を

実現しており，小規模炉の操業停止が進んだこ

とがうかがえる。

（単位：基）

年 １９９３ １９９４ 年 １９９３ １９９４

機械式コークス炉 ４６３ ４９３ 転炉 ２０８ ２６４

６５釜以上 ３１ ３９ １００t以上 １４ １５

６４釜以下 ４３２ ４５４ ５０～９９t １４ １７

焼結機 ２４３ ２５３ １１～４９t ９８ １１７

１３０m２以上 １９ １９ １０t以下 ８２ １１５

３６～１２９m２ ７６ ８４ 電炉 １，５６１ １，６０６

３５m２以下 １４８ １５０ ５０t以上 １５ １６

高炉 １，５０２ ４，５６７ １１～４９t １９３ ２１８

１０００m３以上 ３７ ３８ １０t以下 １，３５３ １，３７２

１００～９９９m３ ２３９ ２４２

１００m３未満 １，２２６ ４，２８７

（出所） 《中国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２a，１１５―１１６）。

表１ １９９３年～１９９４年にかけての主要製鉄設備の数量変化
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（単位：万トン）

ここで議論すべきなのは，こうした小規模炉

とりわけ小高炉の淘汰政策はいかなる意味で必

要性があるのか，という点である。以下では，

設備淘汰が市場における競争を通じて自然に進

行しうる状況にはなかったのかという観点から

検証してみることにしよう。

鋼材見掛消費量からみると需要は１９９２年の

７７３４万トンから１９９３年の１億９６０万トンと急激

に増加したものの，その翌年の１９９４年以降は伸

びがかなり鈍化してきている。さらに輸入動向

をあわせてみると，１９９３年以降は輸入量（図１

中の見掛消費量（太線）と生産量－輸出量（点線）

との差分で示される）が急激に増加しており，

１９９２年から１９９３年にかけての１年の間に実に

２３１６万トン（前年比４２６％）が増加し，鋼材見掛

消費量全体を押し上げる大きな要因となってい

た（図１）。需要全体の伸びの鈍化と輸入の増

加という２つの要因によって，中国国内の鉄鋼

企業の販売収入は生産規模の拡大に応じた伸び

をみせることなく，その結果業界全体の平均利

潤総額も大幅に落ち込んできていた（表２）。

しかもこの時期，利潤のほとんどは重点企業

によって計上されていたと考えられる。例えば

１９９８年および１９９９年の重点企業の利潤はそれぞ

れ１４．６億元，４４．５億元であり［《中国鋼鉄工業年

鑑》編輯委員会１９９９，５７；２００１，８３］，いずれの

年も表２で示されている業界全体の利潤総額よ

りも大きい。すなわち重点企業の黒字が非重点

企業の赤字を相殺している状況であり，非重点

企業の多くの企業が赤字操業に陥っていたと推

測される。

赤字操業であるにもかかわらず，多くの企業

が経営を存続できていたという点については，

当時は地方政府の財政的支援が存在したことが

図１ 鋼材見掛消費量の推移

（出所） 《中国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２a，１３７）。
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背景にある。例えば２０００年以前には，大多数の

小規模鉄鋼企業の欠損は深刻で投資も未回収で

あったが，地方政府が財政的支援で企業の倒産

を回避していたという報道がいくつもみられた

［『山西経済日報』２０００年８月５日；『経済日報』

２０００年９月１２日］。

ところが２００１年以降になると，たとえば山西

省における資金調達環境に関して，地方財政が

悪化し地方の信用機関での貸付規模も非常に小

さいため，鉄鋼業のような多額の投資を必要と

する産業の発展を制約する問題が生じていると

する分析がある［《山西経済結構》編輯委員会

２００２，９９］。実際に，財政制度が改革され分税

制が成立した後の１９９５年には，同省本級収支（中

央政府との財政移転を除いた，各地方政府の直接

的な収支）は４０億６０６８万元の赤字であった。こ

れに中央政府から再分配された収入が地方政府

の財政を賄っているのであるが，その後も同省

の本級収支赤字は，１９９９年には７６億１６０３万元，

２０００年には１１０億５７９２万元，２００１年には１５６億

７４０９万元と拡大の一途をたどっている（国家統

計局http : //www.stats.gov.cn/）。こうしたデータ

から２００１年以降は地方財政悪化にともない，鉄

鋼業でも従来のような支援を受け難い状況に陥

っていったと推察することが可能であろう。

以上の分析を踏まえると，小型高炉の多くが

非重点企業によって所有されており，かつ１９９０

年代に地方政府の財政支援により赤字操業を続

けていたものの，２０００年以降，さらに地方財政

の赤字が一層深刻化していったことにより，早

晩赤字企業は市場競争のなかで淘汰される可能

性は高かったといえるのではないか。すなわち

小型高炉を操業停止にするという政策目的の実

現には，必ずしも政府の強制的な介入による淘

汰政策によるのではなく，市場競争を通じても

進行しうる状況にあったと考えられよう。

あるいは環境政策の側面からみた場合にはど

うであろうか。そもそも高炉では，酸化鉄であ

る鉄鉱石を整粒し焼結鉱等とともに炉に投入し，

同じく整粒処理を経たコークス等と炉内で還元

かつ溶融させて，溶銑として抽出する作業が行

われる。煤煙，煤塵，粉塵という大気汚染を問

題とする場合，高炉操業では内容積のような炉

の規模よりも，鉱石処理や焼結等の事前処理設

備や，製銑等の各工程での集塵機の十分な設置

が問われるべきである。

（単位：億元）

販売
収入

販売
費用

租税
管理
費用

財務
費用

利潤
総額

１９９５ ２，９２０ ２，４５５ ２４ ２１２ １３１ １１４

１９９６ ２，８５４ ２，４５０ １１ ２１３ １３７ ４４

１９９７ ２，９１９ ２，５１６ １６８ ２２５ １４５ １０

１９９８ ２，９１２ ２，５４１ １７ ２０７ １３２ ９

１９９９ ３，０５４ ２，６６１ ２０ ２３５ １３３ ２５

２０００ ３，７４３ ３，１０２ ２７ ３３４ １１４ １１４

（出所） 《中国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２a，
１３４）

表２ 鉄鋼業主要財務指標（１９９５～２０００年）
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また高炉操業におけるコークス比もひとつの

指標になる。コークス比とは，銑鉄１トンを生

産するためにコークスが何トン必要かを表すエ

ネルギー原単位のひとつである。１９９５年から

１９９９年中に，重点企業のコークス比は平均して

０．４３から０．５５を推移したが［《中国鋼鉄工業五十

年数字匯編》編輯委員会２００２a，７７］，これに対

して，表３に示した山西省の小型高炉に関する

同時期の指標をみると，コークス比は１．４０から

１．８０と確かに見劣りする。山西省の小型高炉で

は事前処理設備はほとんど設置されていない。

また事前処理での原料管理や，原料を高炉投入

する際の技能，生産管理の水準の低さによって

炉内で反応する各種原料の配合に支障をきたし，

結果として必要以上にコークス等の原料が浪費

され，炉頂から通常発生しない汚染物質の排出

がなされる状況にあると考えられる（注３）。

しかしたとえ小型高炉であってもコークス比

は０．５５程度まで向上させることが十分可能であ

る［東北大学中国環境問題研究会２０００］。そして

こうしたコークス比の向上には，炉の内容積を

拡大することよりも，高炉に投入する原料の成

分調整，粒度調整のための鉄鉱石処理，コーク

ス処理，焼結などの事前処理設備の併設と同時

に，原料計画による貯鉱の管理，鉱石・コーク

ス処理での整粒，配合・装入，原料分析・資材

管理・原価計算などが必要になる。さらには，

科学的管理に基づく作業基準の確立，品質管理

における正確な冶金学的知識の導入など，操業

の際の技能や生産管理の水準の引き上げこそが

肝要なのである。したがって小規模だからとい

って必ずしも環境汚染を排出するとは限らない。

次に，政策の実施過程の実効性についてみて

おこう。こうした小規模炉の淘汰が２０００年時点

で完全に完了したとも考えにくい。「九・五」

計画期も終盤にさしかかった１９９９年，国家経済

貿易委員会は国家の法律や法規に違反し，環境

汚染や著しい資源浪費をもたらす立ち遅れた生

産方式や低品質な製品の淘汰目録を発令し，各

地区や部門に具体的な規則を制定することを求

めた。鉄鋼業については，野焼き焼結方式と小

高炉が対象とされたが，内容積５０立方メートル

以下の高炉については淘汰期限２０００年，内容積

５１～１００立方メートルの高炉については淘汰期

限を２００２年とするなど，「九・五」計画で示さ

れた目標は実際には未達成となり，さらに目標

高炉
内容積 炉床径 生産量

コークス比
（m３） （m） （t／日）

A ２３．９２ １．６０ ３３ １．７０

B ３５．００ ２．００ ４０ １．４０

C １９．１６ １．６０ ２７ １．５５

D ２３．１０ １．７５ ３０ １．７５

E ２１．００ １．７０ ３０ １．８０

F ２０．９２ １．６５ ３５ １．５０

（出所） 東北大学中国環境問題研究会（２０００）。

表３ 山西省小型高炉各指標（１９９５～１９９９年）
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達成期限の延期をせざるをえなくなった［国家

経済貿易委員会１９９９年１２月１６号令］。こうした政

策方針は，「十・五」計画にも引き継がれ，鉄鋼

業に関しては，在来型および焼結面積１８平方メ

ートル以下の焼結製法，内容積１００立方メート

ル以下の高炉，１５トン以下の転炉，１０トン以下

の電炉については，設備廃棄を行うことを求め

る国務院通知が改めて「十・五」計画として出

されることとなった［《中国鋼鉄工業年鑑》編輯

委員会２００１，２２―２３］。

それでは続く「十・五」計画期において，中

国鉄鋼業の製鉄・製鋼設備能力はいかに変化し

たのだろうか。表４によれば，データの制約上

あくまで大中型（注４）の鉄鋼企業についてである

が，高炉では全体としての基数は増加している。

その内訳は，とくに規制対象である内容積１００

立方メートル以下の小規模の設備を超える，内

容積３００～９９９立方メートルおよび１０１～２９９立方

メートルといった中規模設備の増加によってい

る。ただし内容積２０００～２９９９立方メートル規模

の大型設備も２００４年時に急増している。転炉も

同様な状況にあると考えられ，５０トン以上３００

トン未満の中小規模設備を中心に増加がみられ

る。電炉については，これらとは逆に基数が減

少してきており，５０トン未満の設備が全体とし

て統廃合され，５０～９９トンといった中規模設備

の基数が一定程度増加している状況にある。

２００４年４月には，国家発展改革委員会による

淘汰政策の強化通知が出され，内容積１００立方

メートル以下の高炉は即座に淘汰，１０１～２００立

方メートルの高炉は２００５年末期限での淘汰，２０１

～３００立方メートル以下の高炉は２００７年末期限

（単位：基）

年 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

高炉計 ２４３ ２５３ ２９０ ３２１ ３９５

３０００m３以上
２０００～２９９９m３

１０００～１９９９m３

３００～９９９m３

１０１～２９９m３

１００m３以下

４
１５
２８
１２６
５５
１５

４
１７
２９
１３４
５４
１５

４
１７
２９
１５３
７２
１５

５
１９
３１
１８４
７０
１２

６
２８
２９
２３１
８２
９

転炉計 ２１２ ２１４ ２３２ ２４５ ２９２

３００t以上
１００～２９９t
５０～９９t
１１～４９t
１０t以下

３
２７
３０
１４３
９

３
２７
３４
１４１
９

３
２９
４６
１４８
６

３
３９
６０
１４１
２

３
５６
７７
１５６

―

電炉計 ２０４ ２０１ １９９ １８２ １６９

１００t以上
５０～９９t
１１～４９t
１０t以下

１２
２０
１００
７２

１１
２２
１０２
６６

１２
２４
１０４
５９

１３
３０
９１
４８

１３
２８
８３
４５

（出所） 中国鋼鉄工業協会（２００５，７９―８０）。

表４ 「十・五」期における大中型鋼鉄企業の主要生産設備の推移
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での淘汰が通達されていた［国家発展改革委員

会通知２００４年４月］。実際２０００～２００４年の鉄鋼

業の動向をみると，政府の淘汰政策とは関係な

く，企業が市場環境に応じて設備の新設や増強

を行っている。

また別の問題もある。すでにみたように「九・

五」期末にも淘汰政策の不徹底によって，淘汰

目標を大幅に下方修正せざるをえなかったが，

例えば２００４年時点では，重点企業でさえ内容積

１００立方メートル以下の高炉が９基，３００立方メ

ートル未満の高炉が８２基，生産能力５０トン未満

の転炉が８３基，生産能力１０トン以下の電炉が４５

基，５０トン未満の転炉が８３基と，小規模炉が依

然残存している状況である［《中国鋼鉄工業年

鑑》編輯委員会２００５，１８１―１８２］。

さらには統計対象外となっている非重点企業

について，淘汰対象とされながら実際には未廃

棄の設備が操業され続けている可能性が否定で

きない。例えば２００５年，山西省の澤州県だけで

内容積１００立方メートル未満の小型高炉２３０基の

違法操業が明らかにされている［『山西日報』

２００５年９月１２日］。しかしこれは先述の，２００１年

以降は地方財政の悪化から地方政府の赤字企業

への財政支援は難しくなり，行政による強制力

の行使によらずとも，市場競争による選別を通

じた淘汰が可能であったという見通しと矛盾す

る。これについてどう考えるべきであろうか。

ひとつの原因として，２０００年以降の鉄鋼業に

おける利潤拡大が指摘できる。重点企業とその

他の企業別のデータは十分に整備されていない

ものの，鉄鋼企業全体としての利潤総額は，

２００１～２００４年にかけて，順に１６３．８億元，２３９．６

億元，５０５．７億元，８８０．５億元と，大幅に拡大し

ている［中国鋼鉄工業協会２００５，１５４］。また粗

鋼生産の集中度について，非重点企業は２０００年

に６．０パーセントまで低下していたが，２００１年

から２００４年にかけて順に，８．８パーセント，

１０．１パーセント，１６．５パーセント，１８．４パーセ

ントと，以前にも増して再び比重を高めてきた

［中国鋼鉄工業協会２００１，４；２００２，４；２００３，

４；２００４，４；２００５，４］。既述のように，地方

政府の財政赤字が拡大している事情をふまえる

と，このような２００１年以降の利潤拡大という状

況下にあって，生産の比率を高めている非重点

企業のなかには，市場での利潤拡大を含みつつ

生産を拡大している企業が存在すると推察され

る。

この場合，利潤を出して市場で存立しえてい

る企業を単に生産規模が小さいというだけの理

由で一律に強制淘汰すべきでないというのが本

稿の立場である。なぜなら先述の通り，小規模

だからといって必ずしも政策介入の根拠となる

外部性を悪化させるとは限らず，将来的に大企

業へと成長する可能性をもつ企業が含まれてい

るためである（実際にそうした企業の実例を本節

第３項にて紹介する）。

以上本項をまとめよう。銑鉄市場は競争的に

なってきている可能性がある。にもかかわらず，

市場競争による選別に委ねることなく，逆に淘

汰政策を強める政策スタンスには以下の点で問

題があると考える。まず淘汰政策は将来の発展

の可能性をもつ企業の可能性を摘む副作用があ

るとともに，その実施過程においても規制逃れ

が横行し，政策が貫徹されない。また環境政策

としては設備規模のみでなく事前処理をはじめ

とする技能や生産管理への着目が必要であるが，

現状の政策ではほとんど顧みられていない。し

たがって先行研究のように淘汰政策を評価する
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ことには疑問が残るといわざるをえない。

２．コークス生産と淘汰政策

市場変化に応じた生産構造の変動がより明ら

かなのがコークス生産においてである。まず，

図２から明らかなように，１９９４年以降のコーク

ス生産の拡大は，機械式コークス炉での生産増

加以上に，非機械式コークス製法による急激な

増産によってもたらされたものであった（注５）。

これに対して，国家環境保護局は，環境汚染を

制御すべき業種としていくつかの産業を重点的

に調査し，１９９６年に同産業を含む小型かつ在来

型生産方式の計１５業種の郷鎮企業の閉鎖を命じ

た［《中国環境年鑑》編輯委員会１９９６，１７２；

１９９７，１３２］。さらに前述のように１９９９年に国家

経済貿易委員会は淘汰目録を発令したが，この

中でコークス産業については在来型コークス製

法（改良式を含む）が対象とされていた［国家

経済貿易委員会１９９９年１２月１６号令］。

さて上記で機械式コークス炉，非機械式コー

クス製法，（改良式）在来型コークス製法とい

ったコークスの製法名が出てきたので，ここで

いったん整理をしておくことにしよう。

現在先進国で広く操業に用いられているの

は，１９世紀末以来ヨーロッパを発祥とする外熱

式（炭化室と燃焼室を分けた設計）・副産物回収

式の「室炉」であり，中国でいう機械式コーク

ス炉とは一般にこれを指す。他方で中国での在

来型コークス製造方式（「土焦」）には，「堆式」，

「窯式」，「改良式」などがある。「堆式」とは

いわゆる野焼き製法である。ヨーロッパでは，

１６世紀末～１９世紀半ばにかけて用いられ，数十

トン以上の石炭を簡易な台やレンガの上に積み

上げ着火するというものであったが，中国の場

合は地面に直接積み上げる場合なども多いよう

である。「窯式」とは掩閉式の釜を用いる製法

で，代表的なものとしては，ビーハイブ窯方式

があげられる。ヨーロッパでは１９～２０世紀初頭

まで用いられ中国でもこの方式が多い。野焼き

との差異は，窯に小孔を設けることにより部分

燃焼のための空気量調節の正確性が増し，煙突

等の設置によって著しかった煙害の緩和に貢献

したという点である。「改良式」とは，こうし

た原始的な窯への排風機等の設置により，副産

物をある程度回収可能としたものとされている。

コークス製造過程では，コークスガスやこれ

を冷却することによってタール，アンモニア，

ベンゼン等の副産物が回収されうるが，そのた

めには，室炉式の設計をもととして十分な加熱

を行い複雑な化成設備を併設する必要がある。

その意味では上記の「改良式」の副産物回収程

度ではとても十分なものとはいえない。機械式

コークス炉と在来型コークス製造方式との大き

な違いとして，十分な加熱を得るために外熱式

としているか，かつ多様な副産物を回収可能な

焔道および化成設備を併設しうる設計であるか

という点が指摘できるだろう。最後に非機械式

コークス製法なる分類があるが，例えば図２で

はこの分類に，在来型コークス製法に加え「簡

易式」が含まれている。この「簡易式」とは，

機械式コークス炉を簡素化かつ小型化したもの

とされているが，石炭消費や乾留時間の点では

ほぼ一般の室炉と遜色がないようである（中国

のコークス製法については農業部郷鎮企業局１９９１）。

以上からすると，１９９９年時点での淘汰対象は，

「堆式」，「窯式」，「改良式」という一連の製法

であったということができる。そして図２によ

れば，こうした政策を一要因として，非機械式
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（単位：万トン）

コークス炉のなかでもこれらの非室炉式製法に

よるコークス生産が減少の動きを示したと考え

られる。

しかし図２によれば，後述の２００２年の淘汰政

策によるものと思われる下落を除き，コークス

生産はその後増加し続けている。製法別には，

機械式コークス炉が１９９９年および２００２年の淘汰

政策の直後に増産しており，２００３年以降はさら

に拡大の一途を辿っている。他方で，非機械式

コークス製法によるコークス生産は変動が激し

く，淘汰政策が発令された１９９９年でいったん落

ち込むものの２００１年頃まで再度増産，さらに淘

汰政策が強化された２００２年には再び減産するも

のの，その翌年には生産を拡大し，その後も増

減を繰り返している。機械式コークス炉へと生

産の重点は移りつつも，非機械式コークス製法

も依然残存し，淘汰政策のイニシアティブが弱

まった時期には再び生産量を拡大しうるという

状況にあるといえる。

こうした設備を有する企業が，市場において

いかなる動きをみせ，かつ政府の淘汰政策に影

響を受けてきたかについて，以下，分析するこ

とにしよう。冶金工業「十・五」計画では，従

来の在来型コークス製法の淘汰方針を引き継ぐ

とともに，「工程技術装備構造調整」項目にお

いて，（１）大中型鉄鋼業が保有する全コークス

炉でのガス脱硫・脱シアン装置の設置，（２）工

業用水の再利用率の向上，（３）副産物の利用，（４）

原料条件の改善，（５）資源消費の低減，（６）環境

改善，といったコークス生産にともなう環境汚

図２ 製法別コークス生産

（出所） 《中国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２a，５２―５３），堀井・氏川（n. d.）。
（注） 非機械式コークス製法には，簡易式・在来型コークス製法が含まれる。
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染の改善方針を打ち出してきた［《中国鋼鉄工業

年鑑》編輯委員会２００１，２１―２３］。

この計画を受け，２００２年上半期に一斉取締ま

りが行われ，非機械式コークス炉のうち在来型

コークス炉について，総計で１５３６万トン分の生

産能力が削減されたとされる［『中国冶金報』

２００３年３月２０日］。図２における減産分のほとん

どがこれら在来型コークス炉のものであろう。

こうした在来型コークス炉は１９９９年時点で本来

淘汰されているべきものであったが，２０００年以

降一部が操業を再開しており，２００２年に強化さ

れた淘汰政策の対象とされたものと考えられる。

同時期の市場環境については，どうであった

のかといえば，コークス価格の動きをみると，

２０００年にはトン当たり平均４５５元であったもの

が２００２年後半から上昇しはじめ，同年１１月には

５７０～６００元［『世界金属導報』２００２年１２月３日］，

２００３年３月には７１０～７６０元［『中国冶金報』２００３

年１１月６日］，その後２００５年には９５０元にまで達

した［新華信業調査資料２００６年１月］。

これに応じて，２００２年に強制的に削減された

コークス生産能力も２００３年から再び拡大をはじ

めることとなった。２００３年末までに機械式コー

クス炉総数は１２５９基となり，生産能力は約１億

２０００万トンに達し［新華信業調査資料２００６年１

月］，この半分以上が非重点企業による増産で

あると考えられる。このうち炭化室高度が４メ

ートル未満等の小規模な炉体による生産は約

２５００万トン，また在来型コークス炉による生産

は１４３８万トンであった［『中国冶金報』２００３年１１

月６日］。このように小規模炉や在来型技術を

淘汰しようとする政策が徹底しないという問題

は，２００２年以降のコークス価格が上昇する局面

のもとで依然存在していたのである。

コークス価格（注６）が上昇している背景として，

国内外で鉄鋼需要が増加した結果，コークス需

要が増加していることが指摘できる。だがコー

クス産業にとっては朗報ばかりではない。石炭

不足の状況下でコークス用原料炭価格も上昇し

ており，その結果，コークス業界は厳しい競争

環境に直面している。２００２年末の原料炭価格は

トン当たり４１０～４３５元と報告されており［『世

界金属導報』２００２年１２月３日］，表５の通り，２００５

年には外部購入の場合同６００元にまで上昇して

いる。こうした原料炭価格の上昇，ひいては原

料費全体の上昇によって，コークス企業の収益

性は大幅に悪化している状況にある。したがっ

て川上の自社炭鉱，または川下の化成工程を所

有する一定以上規模の企業でなければ，黒字を

出すことは厳しい状況にある。コークス価格の

上昇に応じて参入してきた企業の多くは，総じ

て厳しい競争条件に直面するようになったとい

える。

しかし競争環境が形成されている状況にもか

かわらず，政府はさらなる設備淘汰政策を策定

し，２００３年４月，国家環境保護総局は「中華人

民共和国環境保護行業標準」（以下「２００３年標

準」と略す）を発布，各級政府の環境保護行政

主管部門が，監督実施の責任を負うことになっ

た。同標準では機械式コークス炉のコークス製

造およびガス精製の過程を対象とし，項目毎に

１級（国際先進水準），２級（国内先進水準），３

級（国内平均水準）の技術の区分を行っている。

項目は生産工程・設備要求，資源エネルギー利

用，製品，汚染物質発生（末端処理前），廃物回

収利用，環境管理要求という６種類の分野にわ

たっている。

同指標は，従来の淘汰政策における在来型製
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法の規制に加えて，室炉式コークス炉について

も設備，経営管理，製品，資源利用，環境管理

といった項目について規制する内容となってい

る。このうち生産工程・設備要求では，年産規

模が４０万トン以上，炭化室高度４．０メートル以

上，炭化室有効容積２３．９立方メートル以上など

の最低基準を設け，現在先進国で一般的な大型

コークス炉の基準に近いものが要求されている。

他方で１級の技術として，乾留過程の自動制御

やコークス消火時のCDQ（注７）設置など，国際的

に通用する設備技術水準への引き上げを意図し

ている。

図２のように，２００４年以降，機械式製法での

コークス生産が急拡大する一方，非機械式製法

でのコークス生産は２００３年に比して減産したが，

この要因として淘汰政策の強化と上記の市場環

境の悪化が考えられる。同年には，山西省だけ

で在来型コークス炉７０９基，改良型コークス炉

９２０基，計３０００万トン以上のコークス炉が閉鎖

されたといわれている［『中国環境報』２００４年４

月２２日］。また同年１２月には，国家発展改革委

員会によりコークス業界への参入条件が発令さ

れた。［《中華人民共和国国家発展和改革委員会公

告》２００４年第７６号］。同令では，２００３年標準を受

け，工程・設備，製品品質，資源エネルギー消

費および副産品総合利用，環境保護指標とクリ

ーン生産という各項目について条件が示してあ

る。このうち工程・設備としては機械式コーク

ス炉を前提の上で，炭化室高度４．３メートル以

上，年産能力６０万トン以上と２００３年標準をさら

に厳格化かつ具体化している。また環境保護指

標とクリーン生産の項目では，２００３年標準で打

ち出された各種環境汚染物質の排出規制を，参

入条件としてより厳格化するものとなっている。

こうして「九・五」計画期以降，在来型コー

クス製法，さらには大規模な室炉以外をすべて

対象とする設備淘汰政策が強化されてきた。こ

うした設備淘汰政策はいかなる意味で理論的に

正当化することができるのだろうか。時期に応

じて状況が異なっているので，以下各々を区切

（単位：元／t）

コークス生産特化
独立コークス企業

自社炭鉱所有
独立コークス企業

化成工程所有
独立コークス企業

コークス用炭価格 ６００ ４８０ ６００

原料費 ８４０ ６７２ ８４０

平均経営費用 １５０ １５０ １５０

総費用 ９９０ ８２２ ９９０

コークス価格 ９５０ ９５０ ９５０

化学製品平均収益 ０ ０ ８５

総収益 －４０ １２８ ４５

（出所） 堀井・氏川（n. d.）。
（注） コークス用炭・コークス価格：２００６年１月山西省価格。

原料費：コークス用炭価格×１．４。
平均経営費用：労務費，減価償却費，税金等含む。
化学製品平均収益：ガス，タール，ベンゼン等含む。

表５ 山西省独立系コークス企業における生産コスト事例（２００５年）
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って検討しよう。

１９９９年時点までの淘汰対象となっていたのは

非室炉式製法であり，この時期の淘汰方針は環

境汚染の元凶として在来型製法を規制すること

であった。すでにみたような設備技術では「堆

式」はもちろん「窯式」，「改良式」でも，ガス

やタールをはじめとする副産物の回収が十分に

なされず，コークスガスについては窯の上部に

設置した簡易な煙突から大部分が大気中に放出

されてしまう。また装炭時や窯出し時には煤

塵・煤煙等の大気汚染物質の発生が著しいが，

そもそも窯の一部を破砕することで装炭・窯出

し作業を行うために集塵機を設置する余地がな

い。同じくこうした設計上の欠陥により十分な

焔道が設置できず，ガスを焔道で導いて冷却す

ることによるタールや，専用施設の併設を通じ

て可能となるベンゼン等の回収が不可能となる。

よって，これらの物質の大部分が，大気，河川，

土壌に直接放出され，各種の環境汚染をもたら

すというわけである（注８）。この意味で同時期に

おける淘汰政策の意義は，環境汚染としての外

部不経済に対処するための環境政策の側面に求

められるであろう。そしてこのようにとくに緊

急性を有する環境汚染にたいして操業停止・工

場閉鎖という直接的手段を講じ具体的な規制基

準を設定したという点は評価されるべきである。

では２００３年以降の淘汰政策についてはどう評

価できるであろうか。２００３年基準，２００４年公告

ともに，一定規模以上の室炉導入と資源節約・

環境管理にかかわる項目を具体化し，１級の技

術基準では，乾留過程の自動制御やCDQ設置

をはじめ，国際的レベルでの設備技術水準への

引き上げを打ち出している。

しかしここで留意すべきは，非機械式コーク

ス炉のなかの「簡易焦」や，比較的小規模な室

炉の存在である。２００３年では炭化室高度４．０メ

ートル以上，年産規模４０万トン以上であった基

準が，翌年の公告では，炭化室高度４．３メート

ル以上，年生産能力６０万トン以上として，より

厳格な参入条件に引き上げられている。重点鉄

鋼企業傘下の国有コークス子会社ではおおむね

こうした条件に則っている。しかしそもそもこ

うした基準の根拠が問われるべきであろう。環

境汚染への対処という点からみれば，より小規

模な室炉であっても，正確な設計，生産管理が

なされるのであれば，十分対処は可能である。

さらにこれらの基準には他の点でもいくつも

問題点が指摘できる。コークスの製造に際して

は，設備の設計，生産管理が一体となって整備

されることが不可欠であるが，技能・生産管理

といった要因について政府が設けている基準は，

例えば「人員管理の厳格化を要する」程度にと

どまるものにすぎない。コークス製品の品質管

理をはじめ，原料管理，環境管理などの基本は

現場での生産管理体系の確立と各人の技能の習

得にかかっているのであるから，たとえ設備技

術のみを大型化したところで，国際的な品質水

準の獲得，十分な資源・環境管理はおぼつかな

い。環境管理については装炭時，窯出し時の３

級基準がない等，工程を十分に把握して実際の

環境基準を策定しているかどうか疑問が残る。

３．中小規模設備を有する企業の経営および

技術に関する事例研究

これまでみてきたようなコークス炉や小型高

炉を有する諸企業は，主として山西省に分布し

ている。最盛期に近い１９９５年に，中国全体での

コークス生産量１億３５０２万トンのうち山西省は
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５２９７万トン（３９．２パーセント）と実に４割近く

を占めていたが，この生産の約９２．０パーセント

は郷鎮企業によるものであり，これらに在来型

コークス炉等の非機械式コークス炉が多く含ま

れていたと考えられる［山西省環境保護局１９９８，

５―８］。また，１９９３年以降の小高炉の急増にとも

ない，同省でも銑鉄生産が伸びており，１９９５年

には中国全体の銑鉄生産量１億５２９万トンのう

ち１４３８万トン（１３．７パーセント，全国首位）を生

産していたが，その大部分である９８５万トンが

中小規模企業を多く含む，郷鎮企業によるもの

であった［《山西年鑑》編輯部１９９７，１９４］。

その後の設備淘汰政策により，上記企業の多

くが操業停止の対象とされることとなった。し

かし設備・操業技術の側面からみると，高炉操

業の場合には，鉄鉱石の調達をはじめとする原

料管理や環境汚染対策に関わる付帯設備の設置，

加えて生産管理の確立を行えば，生産規模にか

かわりなく，問題のない操業を行うことは可能

である。また，コークス炉の場合にも機械式炉

および化成設備の設置に加えて，炉体管理をは

じめとする生産管理の確立さえ適切に行うこと

ができれば小型設備であっても環境への負荷を

許容範囲に抑えながら操業することが可能であ

る。

以下，こうした中小規模の設備を有する企業

の生き残りと発展の可能性について，山西省に

おける筆者らの企業調査による事例をとりあげ

ることにしよう。山西省ではコークスおよび銑

鉄生産が主としてこうした企業により担われて

きた。山西省のコークス生産設備についてのデ

ータをみれば，内容積１００立方メートル未満の

高炉基数の変化に着目すると，１９９３年に８０９基

であったものが１９９４年には３７８４基と急増した

後，１９９５年には１５５６基へと再び減少している。

この時期，山西省では小規模かつ旧式な設備を

用いて操業する企業が激しい興亡の状態にあっ

たと考えられる。またコークスについても野焼

き式やビーハイブ炉をはじめとする在来型コー

クス炉が多く，化成工程の併設が困難な状況に

あった［Takahashi et al.２０００，４］。

表３はこうした小型高炉の事例であるが，内

容積が著しく小さいことと，他方で技能や経営

管理が確立していないため，生産量やコークス

比といった生産性が悪く，また製品の品質面で

も劣位なものとなっていることが考えられ

る（注９）。他方で設備や技能および経営管理面で

比較的優位にあり，その後も発展を続けている

企業も存在する。以下，そうした企業の事例を

とりあげてみることにしよう。

（１）事例１──山西省W社──

２０００年の山西省における調査で調査対象とし

たW社は銑鉄とコークスとをおもな製品とする

企業集団である。同社の資産は当時４．３億元，

従業員１０００人以上，年間生産額は３億元，主要

製品は銑鉄（１０万トン／年），鋳物用コークス

（２０万トン／年），冶金用コークス（３０万トン／

年），タール，ベンゾール，ガスなどの副産物

化成品であった（注１０）。

同社は当初，内容積わずか数立方メートル級

の高炉のみ，従業員は数名で操業していたが，

１９９５年に約１．２億元を投資して生産拡大を開始

し，１９９７年にはコークス炉と焼結工場を建設し，

さらに２０００年までには小型高炉３基，室炉式コ

ークス炉，焼結面積２５平方メートルの焼結機に

加え，選炭・鉄鉱石処理のための事前処理設備，

化成工程等ももつに至ったのである。

この小型高炉は，当時の内容積も４５～４８立方
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メートルと，まさに規制基準に満たない小型高

炉であった。しかし同社では原料の事前処理設

備を備え，かつ技能や生産管理の水準は高かっ

たために，例えばコークス比０．８５～０．９５（１９９９

年）といった数値に反映されるように，その生

産性は優れたものであった。また品質面からみ

ても比較的優位であり，日本を含む国外市場へ

の輸出も可能な水準のものであった。

他方，コークス炉は室炉式であり，しかも石

炭装入時のスタンピング設備が併設され，集塵

機や化成工程へ連なる副産物回収システムも備

えた，日本をはじめとする先進諸国のコークス

炉の技術水準にかなり近いものであった。

環境汚染への対策については，高炉に関して

は，篩分機，焼結機をはじめとする選炭・鉄鉱

石処理設備を有し，同設備と高炉には各々集塵

機が併設されており，同時に操業管理の確立を

通じた燃料原単位の向上によって環境汚染物質

の発生の抑制に成功している。またコークス炉

については，洗炭設備，粉砕機等を備え，装入

時集塵機とともに冷却器やタール・アンモニア

除去器等のガス・副産物回収設備を有し，他方

で事前処理設備での粒度・水分調整，さらには

コークス炉温度分布の管理と化成設備でのガス

回収を行うことが可能となっている。こうして

高炉やコークス炉での事前処理および集塵設備

の設置，技能・各種管理の確立により，環境汚

染に対策を施してきているといえる（注１１）。

さらに経営状況について現地調査から得た

１９９９年のコストデータ（表６，以下トン当たり

コスト）を用いて分析すれば，原料費は銑鉄で

生産価格８０３元のうち５７３元（７１．４パーセント），

コークスでは１級から３級までの平均生産価格

２６７元のうち平均１３４元（５０．２パーセント）と，

日本の製鉄所などに比してみればかなり高いこ

とがわかる。このことはまだ鉱石比やコークス

比などの原料原単位の改善の余地があることを

示す一方，それ以上にその他のコストが低いこ

との裏返しでもある。例えば原料費を除く工場

建設の投資費用は，銑鉄では１４０元（１７．４パー

セント），コークスでは平均５５元（２０．６パーセン

ト）と通常の半分位であり，とくに労務費にい

たっては銑鉄で３０元（３．７パーセント），コーク

スで５元（１．９パーセント）とかなり低い状況に

ある。

またアメリカ商務省の調査によれば［U. S. In-

ternational Trade Commission ２０００ ３／１０―３／

１２］，１９９９年時点での鋳物用コークスの１トン

当たり輸送費は２０５～３０５元（天津港FOB価格。

そのうち天津港までの輸送費が１２５～２２５元），販売

価格は６０５～８４５元であったと報告されている。

W社の場合には，製品のほとんどが河北省や山

西省での鋳物生産に用いられており，輸送費も

上記ほどはかからないため，既述の生産価格と

足し合わせると，利益が計上できる状況であっ

たといえる。

すでに第Ⅱ節の第１項でみたように，この当

時は全体として非重点企業の経営状況が芳しく

ない状況であった。にもかかわらず，W社は，

中小規模企業としては比較的高い生産性による

原料コストの抑制，大規模製鉄所に比して安価

な労務費や工場費用を活用し，生産コストに輸

送費を加えても，コークス販売価格が低迷する

なかで利益を上げてきたのである。そのために

W社は生産管理を向上させることで生産コスト

を下げるばかりでなく，製品の品質についても

向上させてきたことは重要である。こうした企

業の発展の可能性について，より大規模な企業
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であるA社の事例により詳しくみてみることに

しよう。

（２）事例２──山西省A社──

W社と同じく山西省に工場を構えるA社は，

よりコークス生産に特化したコークス・銑鉄製

造企業である。２００１年の同社の資産は１２億元，

年間販売収入は６億７０００万元，従業員数は４０００

人の規模である。その生産能力は，コークス１５０

万トン／年，銑鉄１２万トン／年であり，セメン

ト，電力等の副産物も販売している（注１２）。

同社は２０００年前後の時点では，既述のW社と

同規模ないしそれ以上の生産を行っており，そ

の設備技術についてはW社よりも高い水準のも

のを導入しようとしていた（後述）。そもそも

（単位：元／t）

コークス
銑鉄

１級 ２級 ３級

桃四精炭 ８７．２ ６３．８ ５２．４ 鉄鉱石 ６７．７

中陽精炭 ７．５ ０．２ ０．０ 焼結鉱 ２６５．３

桃八精炭 １５．９ １８．４ ２０．５ コークス １９４．４

コークス原料炭
（主焦煤）

３２．０ ３４．２ ６．９ 青石 ２．５

蒲県原炭 ０．０ ３７．０ １５．１ 白雲石 ２．０

汾陽痩炭 ８．６ ０．０ ０．０ 蛍石 ０．２

石油コークス ０．０ ２．５ ０．０ その他 ４１．２

原料費小計 １５１．２ １５６．０ ９５．０ 原料費小計 ５７３．４

労務費 ５．０ ５．０ ５．０ 労務費 ２５．０

その他材料費 ５．０ ５．０ ５．０ その他材料費 １５．０

電力費 ５．０ ５．０ ５．０ 電力費 ３０．０

水道費 ５．０ ５．０ ５．０ 水道費 ５．０

その他製造費 ０．０ ０．０ ０．０ その他製造費 ５．０

機械サービス費 ５．０ ５．０ ５．０ 機械サービス費 １５．０

減価償却費 ２５．０ ３０．０ ３５．０ 減価償却費 ４５．０

製造原価（原料費
除く）小計

５０．０ ５５．０ ６０．０
製造原価（原料費
除く）小計

１４０．０

管理費 １０．０ １０．０ １５．０ 管理費 ２０．０

財務費 ６０．０ ６５．０ ７５．０ 財務費 ７０．０

営業費小計 ７０．０ ７５．０ ９０．０ 営業費小計 ９０．０

合計 ２７１．２ ２８６．０ ２４５．０ 合計 ８０３．４

（出所）２０００～２００１年山西省での筆者らの現地調査による。
（注） 「その他材料費」には原料費以外の直接・間接材料費，「その他製造費」には表中

の勘定科目以外の製造直接・間接費，「財務費」には主に支払い利子等がそれぞれ含
まれる。

表６ 山西省非重点企業の生産コスト内訳の事例（１９９９年）
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この企業は１９８４年に数名の従業員による民営企

業として創業した後，市場での活況に応じて徐

々に規模と設備・技術を向上させてきた経緯が

ある。

例えば１９９３年には「改良式」コークス炉と炭

化室高度４メートル未満の「簡易式」コークス

炉を投入，翌年には内容積３４立方メートル（高

炉１，高炉２），１２５立方メートル（高炉３）の

高炉で操業を続けていた。「九・五」期におい

ても，高炉１，高炉２はこうしたかなり小規模

な設備であり続け，「十・五」期の半ばにはそ

の操業を停止させたものの，内容積１２５立方メ

ートルの高炉３での生産は，依然として継続し

ていた。１９９６年当時の生産管理は，例えば高炉

操業でのコークス比が１．０～１．２と，同時期の省

内小型高炉に比べればましとはいえ，エネルギ

ー原単位は低く，品質面でもその多くが不合格

製品という状況にあった（生産管理のデータに

ついて 埼玉県労働商工部商業振興課（１９９８，２１―

４０））。

しかし，その後の粒度改善等の原料管理や高

炉操業にかかわる一連の生産管理の徹底により，

２０００年頃にはコークス比は０．７０～０．８０にまで向

上し，製品品質も大幅に改善された。その結果，

W社以上の利益を得て，さらなる投資計画を立

案・実行することとなった。例えば機械式コー

クス炉（生産能力２２０万トン／年），高炉（内容積

４５０立方メートル×３基），転炉（生産能力２７０万ト

ン／年×２基），圧延設備（生産能力１７０～２００万

トン／年）を拡張した結果，鉄鋼生産能力の大

幅な拡充はもちろん，コークス炉も４×５５門，

炭化室６×０．４５×１６メートルと，先進国で一般

的な設備にほぼ遜色のないレベルへと到達する

こととなった。

環境汚染に対しては，高炉について，原料の

事前処理設備，集塵機を備えた１００平方メート

ル規模の焼結機，高炉自体への集塵機などの付

帯設備が設置されるとともに，原料粒度改善，

炉内ガス分布，送風量調節などの確立がなされ

てきた。またコークス炉について，選炭設備か

らの配合槽への直接投入により装入時の発塵を

削減し，機械式炉高圧安水による無煙装入等が

行われ，各種ガス脱硫，タール・アンモニア等

回収，活性汚泥処理等の一連の化成設備が整備

されている。さらに炉蓋管理，出窯コークスの

火落ち状態も良好であるなど，炉体管理の確立

も進んでいる。こうして同社でも高炉，コーク

ス炉双方について，各種付帯設備の設置や生産

管理の確立を通じて，他の小型高炉・コークス

炉に比して環境汚染への対策が進められてきて

いる。

さて，以上の本節の分析をまとめておこう。

まず基本的な状況として，中国鉄鋼業では銑鉄

やコークス市場をはじめとして，各企業が市場

環境に応じて参入や退出を行いうる状況にある

ということは重要である（注１３）。したがって市場

が企業の効率性に基づく選別を行える状態にあ

るといえ，政策による設備淘汰の必要性は市場

の失敗としての外部性，例えば環境政策の一手

段としての直接規制としてのみ認められるべき

であるということになる（注１４）。コークス生産に

ついて確かに非室炉式は製法自体に問題はある

が，高炉などの主要生産設備については，単純

に規模でもって淘汰基準とするのではなく，環

境対策設備の設置やエネルギー原単位の基準の

設定，さらには事前処理設備や原料管理・品質

管理をはじめ操業にかんする技能・生産管理水

準の向上というものが具体的な項目として策定
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されるべきであるという結論が導き出された。

逆にいえば，比較的大規模なコークス炉や高炉

であっても，これらの項目に問題があれば，環

境汚染の問題が起きるわけである。

もちろん鉄鋼業やコークス業は装置産業であ

るため一定の規模の経済性があり，生産の効率

性という面だけからいえば生産規模はそれなり

に機能する指標であるといえるかもしれない。

しかし企業全体の経営効率性は生産効率性だけ

で決まるものでなく，従業員の労働生産性はい

うに及ばず，他に原料調達コストや輸送コスト，

まさに無数の要因によって決まるものである。

したがって生産規模という極めて一面的な指標

だけで企業の淘汰を決めることは効率的な企業

すら強制的に淘汰してしまう結果を招きかねな

い。実際，事例研究でとりあげたような，やや

例外的であるというべきかもしれないが，経営

面，技術面で優れた企業も存在しているのであ

る。公正の観点からみても，品質，価格面での

競争を通じた市場における自然淘汰に委ねられ

るべきであろう。

また設備淘汰政策の発令にもかかわらず，市

況が好転するとたびたび在来型コークス製法や

小型高炉などの対象設備が復活してくる状況も，

一律の強制淘汰には政策実施上の制度的問題

（特にモニタリングの制約）があることを示唆し

ており，その点からも市場メカニズムによる選

別機能をより一層発揮，活用する方策が望まし

いことを示している。以上のことから，設備規

模のみによる淘汰政策には疑問が残り，環境対

策や技能・生産管理水準などへのきめ細やかな

配慮をした政策体系が必要であり，こうした規

制に則った上で，企業が価格や品質で競争する

環境を整えたほうが望ましいと考えられる。

Ⅲ 産業技術政策

在来型あるいは小規模な設備を強制的に淘汰

しようとする政策が執り行われる一方で，技術

開発や技術移転を通じてより長期的視点でのコ

スト低下や品質の向上を目的とする産業政策も

推進されてきている。こうした産業技術政策と

前節で論じた設備淘汰政策は中国鉄鋼業の産業

政策の両輪と捉えることができる。本節では，

まず高炉，転炉，電炉という上流工程での設備

を中心にこうした産業技術政策に関わる動向を

みていくことにしよう。

「九・五」計画における鉄鋼業の発展計画は，

量的拡大から質的向上へと方針を変えるところ

となった。しかし産業技術政策の具体的内容は

といえば，連続鋳造・連続圧延の導入，または

平炉に替えての転炉の導入という，現代の鉄鋼

業が基本的に備えているべき設備の整備にとど

まるものであった［東西貿易通信社編集部１９９８，

８１―８３］。

続く「十・五」計画では，鉄鋼業分野におけ

る主要企業への生産集中の目標として，上位１０

社の生産量を，２００５年までには鉄鋼業全体の８

割以上に高めることが掲げられた［《中国鋼鉄工

業年鑑》編輯委員会２００１，１８―１９］。しかし２００１

年以降，粗鋼・鋼材の生産量は急増し，当初１

億４０００万トンと見積もられていた見掛消費量は

２００４年に３億トンにまで達することとなった。

その過程で重点企業上位１０社の鉄鋼業全体に占

める生産量のシェアは，２０００年には銑鉄，粗鋼，

鋼材各 ４々６．２パーセント，４７．７パーセント，４０．２

パーセントであったものが［《中国鋼鉄工業年鑑》

編輯委員会２００１，１６７―１７８］，２００４年には同３８．５
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パーセント，３９．０パーセント，３３．６パーセント

へと低下した［《中国鋼鉄工業年鑑》編輯委員会

２００５，１５６―１５７，１８４―１８８］。つまり政策目標とし

た主要企業への生産集約化は当初の計画値の半

分にも満たず，むしろ主要企業の生産シェアは

低下し，一層の分散化が進む反対の結果となっ

たのであった。

この間の主要重点企業の設備能力の状況を見

ると（表７），高炉については，１９９５～２０００年

に行われた淘汰政策の影響もあり，各企業とも

に小型設備の淘汰を進めているのが読み取れる。

２０００～２００４年には，その平均内容積が４０００立方

メートルを超す宝山鋼鉄集団に加えて，同容積

が２０００～２５００立方メートルに達する鞍山鋼鉄集

団，首都鋼鉄集団，武漢鋼鉄集団といった４大

企業集団の設備増強が顕著である。しかし全体

を見ると，設備規模の面でみて日本をはじめと

する鉄鋼企業が有する大型高炉の技術水準に匹

敵するのは，依然これらの企業にとどまってい

ることもわかる（注１５）。

また，「九・五」期までの目標であった平炉

の閉鎖はほぼ達成され，平炉に代わる設備とし

ては，主として転炉による粗鋼供給が行われて

いる。しかし２０００年以降，各企業において製鋼

能力の増強が行われているが，転炉の１基当た

りトン数をみると依然中小規模設備が残存して

いる。こうしたことにより，「十・五」期に急

増した鉄鋼需要に対応して供給を担ったのは，

上位重点企業のような主要企業だけではないこ

とを示している。鉄鋼生産の集中目標は，達成

されるどころか，逆に生産集中度の大幅な低下

を引き起こす結果となったのであった。

この原因について杉本（２００６）は以下のよう

に指摘している。すなわち政府は企業規模の拡

大とあわせて総量規制による供給抑制を通じて

鋼材価格の上昇を意図していたが，規制に従っ

高炉 平炉 転炉 電炉

（m３／基） （t／基） （t／基） （t／基）

年 １９９５ ２０００ ２００４ １９９５ ２０００ １９９５ ２０００ ２００４ １９９５ ２０００ ２００４

首鋼集団 １，９８６．８ １，９８６．８ ２，４００．０ １５．０ － １０６．７ １０６．７ １２０．０ ６．３ ７．５ ７．５

唐山鋼鉄 ４８６．７ ７２２．５ ７８２．９ － － １６．３ ５２．５ １５０．０ ４．３ － －

太原鋼鉄 ７９４．０ ７９４．０ ７９４．０ １００．０ － ５０．０ ５０．０ ５０．０ ５．８ １７．７ －

包頭鋼鉄 １，２５６．０ １，８５６．５ １，７３７．２ ５００．０ ５００．０ ８０．０ ８０．０ １３２．０ ３．６ ５．２ －

鞍山鋼鉄 １，４０７．２ １，４０７．２ ２，６０１．４ ６８．８ － １６０．０ １１４．３ １４３．３ － － －

本渓鋼鉄 ９８０．０ ９８３．６ ８２５．０ － － １２０．０ １２０．０ １００．０ １０．６ １６．３ ３０．０

上海宝鋼 ４，１５８．７ ４，１５８．７ ４，１９４．０ － － ３００．０ ４６６．７ ２８０．０ － １５０．０ １５０．０

馬鋼集団 ３７３．５ ５２０．０ ８００．０ １８５．０ １８５．０ ３４．３ ３４．３ ５０．６ ６．１ ７．０ －

武漢鋼鉄 ２，０３０．２ ２，１９１．３ ２，３６０．８ ５００．０ － ５０．０ １３８．６ １３０．０ ５．０ ５．０ －

攀鋼集団 ９９５．６ １，２３７．５ １，２３７．５ － － １２０．０ １２０．０ １２０．０ ５．４ ９．０ －

（出所） 《中国鋼鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２a，６０８，６７２，７００，８３８，９３６，９７９，１０１１），《中国鋼
鉄工業五十年数字匯編》編輯委員会（２００２b，１２６２，１４９５，１７９１，２０２６），《中国鋼鉄工業年鑑》編集委員会
（２００５，２４２，２４８，２５５，２５７，２５９，２６１，２７０，２８７，３０３，３１９）。

表７ 主要企業設備能力
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て廃棄されたのは大型国有重点企業とその傘下

の中小規模企業の非効率設備のみであった。他

方，大型企業の傘下にない独立系企業の中小規

模設備は廃棄されることなく，むしろ鋼材価格

の上昇にインセンティブを受けて，生産量を拡

大する結果となった。こうした状況に対して，

中国政府は再度強制的な設備淘汰を強化する方

針を打ち出している。しかし現況の設備能力を

みる限り，主要企業でさえコスト・品質面で競

争力を確保する生産規模を達成しているともい

えない状況であり，小規模な生産設備の淘汰よ

りも，むしろ問題はどのようにして大規模設備

の建設のほうを進めていくかというところにあ

ると思われる（注１６）。

さて，より長期的には国際市場でのコスト・

品質面での競争優位の確保が肝要となるが，そ

のためには鋼材製品の品質をどう向上させるか

が重要な課題となる。以下では鋼材製品の生産

増加・高品質化に関する産業政策とそれに対す

る企業の生産・設備状況をみることによって，

下流工程における産業技術政策の分析を行う。

鉄鋼業の５カ年計画では，「九・五」期以前

からすでに熱延・冷延薄板，シームレス鋼管と

いった高付加価値製品の生産設備の新設が謳わ

れていた。こうした鋼材製品の高級化は自動車

産業や家電産業の成熟に伴い，避けては通れな

い。そのため「九・五」計画では，鉄道用鋼材，

自動車用鋼板，船舶用鋼板などの汎用製品につ

いてはほぼ自給可能との認識に立ちながらも，

その上で自動車用・造船用鋼板や電磁鋼板等の

高級鋼板，さらには石油管等については，品質

および自給率をさらに向上させる必要があると

提起することとなった［東西貿易通信社編集部

１９９８，８１―８３］。

この背景には，国産車を中心とする自動車用

鋼板や船舶用鋼板に関してはある程度対応でき

る生産能力を有していたものの，海外資本との

合弁企業で必要とされるような自動車用高級鋼

板類を生産するためには新たな設備投資が必要

とされる状況であったことがある。しかし実際，

造船用鋼板，石油管については計画が想定する

ように堅調な増加を示したが［《中国鋼鉄工業五

十年数字匯編》編輯委員会２００２b，３０―４５］，めっ

き鋼板，カラー鋼板，電磁鋼板等の生産に関し

ては「十・五」計画においても依然課題として

残されることとなった［《中国鋼鉄工業年鑑》編

輯委員会２００１，２０―２１］。

「十・五」期の鋼材生産の状況について２００４

年時点のデータで確認すると（表８），国内向

けに生産された鋼材のうち，約７割に相当する

２億１４０９万トンが重点企業によって生産されて

いる。品種別にみると，重点企業はほとんどの

製品を生産しているが，逆に地方企業や非冶金

系統企業という非重点企業が比較的高いシェア

を占める製品として，中小型形鋼，熱延・冷延

薄板，冷延狭幅帯鋼，溶接管などをあげること

ができる。

他方，輸出入をみると，建設業向けの棒鋼

類・線材の輸出量は多く，逆に冷延広幅帯鋼を

はじめとする帯鋼類および各種高級鋼板は輸入

超過，しかも輸入量は国内生産量に比して高い

割合となっている。特にめっき鋼板や電磁鋼板

に至っては国内生産量を凌駕している状況であ

る。

表９の通り，「十・五」期に重点企業は大規

模な投資を実行している。めっき鋼板，カラー

鋼板，電磁鋼板，ステンレス鋼板といった各種

高級鋼板の輸入代替を目的として，宝山鋼鉄集
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（単位：万t）

国内生産
輸出 輸入

合計 （重点企業） （非重点企業）

合計 ３０，４３０ ２１，４０９ ７０％ ９，０２１ ３０％ １，４２３ ２，９３０

鉄道用鋼材 ２７８ ２０６ ７４％ ７２ ２６％ ９ １９

大型形鋼 ６７０ ５６８ ８５％ １０２ １５％ ４１ ６２

中小型形鋼 ２，２３４ １７８ ８％ ２，０５６ ９２％ １０ １７

棒材 ２，２１７ １，８３４ ８３％ ３８３ １７％ ８９ ３５

鋼筋 ５，８５５ ５，２６７ ９０％ ５８８ １０％ １１７ １９

線材 ４，９５９ ３，８２０ ７７％ １，１３９ ２３％ ２４１ ８４

極厚鋼板 ２１１ １８１ ８６％ ３０ １４％ １０ １７

厚板 ８３１ ８３１ １００％ ０ ０％ １６ ６０

中板 １，６３０ １，５４５ ９５％ ８５ ５％ ４２ １４８

熱延薄板 １５４ ５８ ３８％ ９６ ６２％ ２５ ２２

冷延薄板 ５７９ ２８７ ５０％ ２９２ ５０％ １６ １５４

中厚広幅帯鋼 ３，０１８ ２，７０８ ９０％ ３１０ １０％ １８８ ３４０

熱延広幅帯鋼 ９６２ ６９９ ７３％ ２６３ ２７％ １２３ ３１６

冷延広幅帯鋼 ６５７ ６４１ ９８％ １６ ２％ ４８ ６０６

熱延狭幅帯鋼 ２，０９３ １，２３６ ５９％ ８５７ ４１％ １７ ２２

冷延狭幅帯鋼 ２８７ ４０ １４％ ２４７ ８６％ １０ ５２

めっき鋼板 ５２６ ３８３ ７３％ １４３ ２７％ ６９ ５５９

カラー鋼板 １１３ ６７ ５９％ ４６ ４１％ ５ ４９

電磁鋼板 １５９ １５１ ９５％ ８ ５％ ９ １６４

継目無管 ８６６ ５９８ ６９％ ２６８ ３１％ ７５ ６９

溶接管 １，３４１ ９２ ７％ １，２４９ ９３％ ９３ ６３

その他 ７９０ １８ ２％ ７７２ ９８％ １７０ ５３

（出所） 《中国鋼鉄工業年鑑》編輯委員会（２００５，１５８，１６６―１７４）。

表８ 鋼材国内生産・輸出入量（２００４年）
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（単位：万t）

年産
能力

設備・製品
稼働
年

概要・受注先等

首鋼集団 １５０ 冷延薄板 ２００５ 亜鉛メッキ鋼板用，カラー鋼板用

唐山鋼鉄 １５０ 薄スラブ連鋳 ２００４ 家電・自動車用鋼板，三菱日立製鉄機械・ダニエリ受注

１００ 冷延薄板 ２００４ 亜鉛メッキ鋼板用，カラー鋼板用

太原鋼鉄 １５０ ステンレス中板 ２００６

８０ ステンレス物流センター ２００５

包頭鋼鉄 １４０ 冷延薄板 ２００５ 亜鉛メッキ鋼板用，カラー鋼板用，SMSデマーグ受注

２０ 油井管 ２００３

鞍山鋼鉄 １５０ 冷延薄板 ２００５ 国産化率９３％

３０ カラー鋼板 ２００３ 主要設備・技術協力：新日本製鐵

８０ 電磁鋼板 ２００６

２５ シームレス鋼管 ２００４ 自社設計

本渓鋼鉄 ２８０ 冷延薄板 ２００５ 三菱日立製鉄機械，三菱商事受注

１８０ 亜鉛メッキ鋼板 ２００６ POSCOとの合弁（出資比率：本鋼９０％，POSCO１０％）

上海宝鋼 ２３０ 薄スラブ連鋳 ２００５ 船舶他高級鋼板用，JFE・SMSデマーグ他受注

９０ 冷延薄板 ２００５ 自動車用鋼板，新日本製鐵・アルセロールとの合弁

４５ 亜鉛メッキ鋼板 ２００５ 自動車用鋼板

３６ 亜鉛メッキ鋼板 ２００５ 高級家電・建材用

馬鋼集団 ２００ 熱延薄板 ２００３ 転炉・溶鋼処理設備，薄スラブ・ブルーム連鋳併設

１３０ 冷延薄板 ２００４

７０ 亜鉛メッキ鋼板 ２００５ 新日本製鐵受注

３０ カラー鋼板 ２００４ 建材用

５０ 高速線材 ２００３ 丸棒，異形棒鋼等

５０ H形鋼 ２００５

武漢鋼鉄 ３５０ 熱延帯鋼 ２００３ 設計：武漢鋼鉄設計研究総院

２１５ 冷延薄板 ２００５ 亜鉛メッキ用鋼板等，設計：武漢鋼鉄設計研究総院

８６ 電磁鋼板 ２００５ 主要設備の国産化率１００％

攀鋼集団 ３０ 亜鉛メッキ鋼板 ２００４

（出所） シープレス（２００５，１９６，２２５，２４５，２５５，２６６，２８６，３０５，３５９，４０１，４４５）。

表９ 重点企業の「十・五」期における主要設備の導入状況
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団をはじめとする各社が設備導入を進めること

となった。これらの新規設備による鋼材生産が

本格化するのは「十・五」期末から「十一・五」

期以降と考えられ，今後国内供給が大幅に伸び

る可能性がある。２００４年時点では，高級鋼板，

とくにめっき鋼板や電磁鋼板については，国内

生産量と輸入量がほぼ拮抗している状況にある

（表８）。しかし仮に２００５年投入の設備が予定

通り稼働する場合，生産能力の増加分は，冷延

薄板（めっき鋼板とカラー鋼板を含む）だけで１７３６

万トンとなる。その場合，冷延薄板，めっき鋼

板，カラー鋼板の総生産能力は３７１６万トンとな

り，２００４年の国内消費量１９８０万トンの倍近くと

なることが予想される。

表９で示した設備投資の技術開発・移転状況

について，次に検討してみよう。国産技術とし

て，例えば鞍山鋼鉄集団は冷延薄板用設備の国

産化率を９３パーセントに高めつつシームレス鋼

管を自社設計しており，また武漢鋼鉄集団の場

合，熱延帯鋼および冷延薄板用設備の設計を武

漢鋼鉄設計研究総院が手がけ，電磁鋼板用設備

をほぼ国産化するなど，一部の高級鋼材用設備

の国産化は着実に進展してきている。

しかし他方で，例えば宝山鋼鉄集団では薄ス

ラブ連鋳設備をJFE・SMSデマーグらが，自動

車用鋼板設備を新日本製鐵，高級家電・建材用

鋼板設備をJFE・住友商事が各々受注している。

また本渓鋼鉄集団の冷延薄板用設備を三菱日立

製鉄機械・三菱商事，唐山鋼鉄集団の薄スラブ

連鋳設備を三菱日立製鉄機械・ダニエリ，馬鞍

山鋼鉄集団の亜鉛メッキ鋼板用設備を新日本製

鐵がそれぞれ受注し，鞍山鋼鉄集団のカラー鋼

板用設備に新日本製鐵が技術協力を行っており，

総じて日本をはじめとする国外メーカーからの

技術移転が依然多くみられる。

こうした技術開発・技術移転にかかわる政策

として，「十・五」計画では製品別，とりわけ

熱延・冷延薄板，亜鉛メッキ・カラー・電磁鋼

板，ステンレス鋼板という上記の高級鋼板類が

新たに設備の増強を必要とする重点的な製品と

位置づけられている。また２０００年の「国家重点

発展奨励産業・製品・技術目録」では，これら

の高級鋼板類はもとより，採鉱・原料事前処

理・製鉄・製鋼・圧延といった全工程にわたる

技術水準の引き上げを示している［国家発展計

画委員会・国家経済貿易委員会２０００］。しかしそ

の政策手段としては，海外からプラントを輸入

する際の関税・輸入付加価値税を免除するなど，

依然としてもっぱら海外からの技術移転を重視

したものに限られている。このことから推察す

るに，政策で謳われているほどには国産技術水

準が向上していないため，海外技術導入を重視

せざるをえず，政策手段も技術導入奨励に重点

を置いている状況が存在すると思われる。国産

技術の水準を引き上げる施策は，海外からの技

術移転政策に比して具体化されていないといえ，

これが国産化比率の向上を遅延させている一因

となっているとも考えられる。

最後に本節の考察をまとめよう。上流工程の

高炉，転炉，電炉を対象とした重点企業への生

産の集約化という政策目標は達成されなかった。

逆に重点企業の生産シェアは低下し，鉄鋼需要

の増大に応じて実際の生産を担ったのは，その

他の非重点企業であった。中国政府は鉄鋼業に

おける技術水準の向上を企図し，その手段とし

て重点企業への生産の集約化をさらに進めよう

としている面がある。その想念のもと，非重点

企業を単純に設備規模の基準に基づき淘汰する
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政策を続けている。いわば産業技術政策を補完

するものとして，「淘汰政策を通じた平均生産

規模のカサ上げ」を意図しているといえる。し

かしむしろ必要なことは，単純な生産規模に基

づく淘汰政策を進めることでなく，各企業に適

切な技術・技能水準を確保させることではない

のかと思わざるをえない。また下流工程での圧

延設備を対象とした産業技術政策について，主

として国内市場向け鋼板類等では，ある程度生

産能力を確立することに成功したが，高級鋼板

類ではさらなる技術開発が課題である。さらに

現状の政策はもっぱら重点企業を対象としてい

るが，非重点企業の技術開発・技術移転を目的

とした，国内技術移転体制の整備も重要である

といえよう。

Ⅳ 考察──中国鉄鋼業における産業政

策の問題とあるべき政策の方向性──

「九・五」期以降，中国鉄鋼業に対して講じ

られてきた産業政策を事例に，中国における産

業政策はいかなる点に配慮して実施されるべき

であるのか，本節では，本研究が明らかにした

知見を整理して考察する。

本稿は，まず淘汰政策の批判的検討を試みた。

中国政府の産業政策は，設備の大規模化を実現

するための産業技術政策を講じる一方，設備淘

汰政策を重視している。先行研究のなかには，

設備の大規模化を意図して小規模な設備を強制

的に淘汰する政策を推進すべきとしているもの

も少なくない（例えば，杉本（２０００），葉（２０００））。

しかし本論文でみてきたように近年の中国鉄鋼

業の市場環境は，すでに各企業が市場メカニズ

ムに基づき参入・退出しうる状況にあると考え

られ，淘汰すべき設備の選別は政策ではなく品

質・価格に関する市場での競争に委ねられるべ

きである。設備規模による淘汰政策のみならず，

環境対策や技能・生産管理水準なども総合的に

取り入れた産業政策の導入は一考に値するので

はなかろうか。

同様のことが産業技術政策についてもいえる。

現状の国内企業の設備能力は，製品の価格・品

質に大きな影響を与える高炉・転炉での大規模

化が遅れており，圧延工程では各種高級鋼材を

生産するための生産設備の導入の遅れが濃厚で

ある。そのため，国際競争に伍していくために

技術移転・技術開発は重点企業からはじめざる

をえないという状況にある。こうした現状認識

は中国政府や先行研究の見解と一致するところ

である。しかしもっぱら重点企業のみを重視し

た産業技術政策は，同じく重要な生産の担い手

である非重点企業の技術開発およびこれら企業

間での技術移転を促進していく上で，大きな問

題を残しているといえよう。一面的な基準に基

づく淘汰政策によって非重点企業の操業を圧迫

し，さらに産業技術政策においても重点企業に

傾倒した政策を採っている現状では，非重点企

業の発展の余地を不当に狭めているものと評価

せざるをえない。

それでは中国鉄鋼業において正当化されうる

産業政策とはどのようなものだろうか。狭義の

産業政策にとどまらない，環境政策の側面から

みると，コークス炉については野焼き式やビー

ハイブ炉などの製法自体に大きな問題はあるも

のの，環境汚染対策という政策目標からすれば，

むしろ環境対策設備と環境基準のみならず，事

前処理設備や原料管理・品質管理をはじめとす

る技能・生産管理水準の向上といった指標が具
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体的な対策効果を測る項目として適切である。

そして第Ⅱ節のケーススタディでみたように，

地方の非重点企業に対する規制はあくまで汚染

物質排出の管理に止めるべきであり，生産規模

という単一の基準のみに基づく強制淘汰はやは

り極力避けるべきだと思われる。W社やA社の

ように，生産規模は小さくてもその他の生産条

件の優位性から効率性の高い操業を行いうる可

能性は排除できない以上，環境汚染の問題をク

リアした企業については，技術開発・移転政策

という産業政策こそが有益であり，技術水準の

引き上げを促し，地域産業の活性化を目指すこ

とが望ましいと考えられる。

最低基準としても，国際的な大型コークス炉

の基準に準じるものが要求されているが，中国

のコークス産業を巡る市場環境から考えると行

き過ぎた感がある。例えば有力な非重点企業で

ある山西美錦公司は，創業時点においては炭化

室高度２．８メートル，４．３メートル（２基）とい

う小型コークス炉しか所有していなかった

が，２００５年には年産３００万トンのコークスを国

内大中型鉄鋼企業等に供給し，従業員数５３２１人，

営業収入１６億元という全国第４位の経営規模と

なっていた［堀井・氏川 n. d.］。また，W社やA

社のように，かつて年産６０万トン以下で創業し

た非重点企業で，現在は十分基準を超える規模

で室炉によるコークス生産を行う企業もいくつ

か存在する。こうした非重点企業のなかに将来

的な成長の可能性を有する企業が存在している

ことを考えると，その成長の芽を摘むことにな

る現在の淘汰政策の基準は，硬直的すぎるとい

わざるをえない。こうした非重点企業こそ，市

場の変化に応じた参入・退出等の企業行動をと

る主体であり，将来的な成長の可能性を考える

と生産規模によって一律に機械的な淘汰政策を

断行することは望ましくないと考えられる。

一方で，こうした考えに対しては，中国にお

ける政策実施上の制約，あるいは政策の実施コ

ストの面からシンプルで分かりやすい規制のほ

うが政策実施の実効性が高く，費用面から見て

も効率的であるという反論がありうる。確かに

そうした面があることは否定できない。しかし

中国は２０００年前後から，地方末端に至る環境モ

ニタリング制度の整備を進めてきており，本稿

が提言している技能・生産管理水準に関わる指

標に基づいてきめ細かい規制を遂行する条件も

次第に整ってきている。他方で，地方政府幹部

の人事考課に環境問題改善への取り組みの成果

も含められることとなり（「一票否決」制度），

環境改善効果の高い規制は地方政府の幹部にと

っても強い導入のインセンティブがある。本稿

で検討した通り，鉄鋼生産のなかでもっとも汚

染排出量の多いプロセスであるコークス生産に

おいては，生産規模が大きくても技能・生産管

理がおろそかであれば，汚染排出量は必ずしも

十分に削減できない可能性が指摘されている。

その意味では，結局のところ技能・生産管理に

踏み込んだ規制を展開していかざるをえないと

いえる。また工場を閉鎖してしまえば，確かに

汚染はなくなるが，同時に地方経済に与える影

響も大きい。地方政府の幹部は，環境と経済成

長の両立，すなわち将来的な発展の可能性をも

つ企業を育成しつつ，環境問題の解決を進める

という両方の果実をともに目指して取り組んで

いかざるをえず，それを可能にするには技能・

生産管理に関わる指標に基づいたきめ細かい規

制をいずれ導入しなければならないといえるの

ではないか。
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Ⅴ 結論および今後の展望

中国鉄鋼業に対する産業政策について，高級

鋼板市場等においては依然重点企業を偏重する

現状の産業技術政策が有効性をもつが，その他

の一般的な銑鉄・コークス・鋼材市場等では必

要性は薄れつつある。淘汰政策は，環境政策の

観点からすれば，環境汚染物質の排出という外

部性を直接的に規制する意義をもつ。しかし，

現行の政策のように生産規模基準のみに則した

ものでなく，高炉・コークス炉の操業過程にお

ける原料・品質・生産管理等，より具体的には

粒度・成分・水分，燃料原単位・歩留まり・稼

働率，化成工程でのガス・副産物回収率など，

適切な技術・技能水準に関する基準に照らして

非合理な設備を規制することが必要である。

今後さらに検討すべき政策としては，重点企

業に傾倒した産業技術政策のみならず，非重点

企業の上流工程，下流工程における国内技術移

転市場を整備しつつ，長期的な国産技術開発体

制の確立こそがあげられるだろう。

最後に，中国鉄鋼業の行方について展望する

とともに，今後の研究の方向性について触れて

おこう。

２００６年からの「十一・五」計画に関して，

２００５年７月に「鉄鋼産業発展政策」が公表され，

杉本（２００６）によりその内容が紹介されている。

そのなかで２つ大きな目標があり，それは産業

集中度の引き上げと合理的な産業配置の形成で

ある。産業集中度の引き上げについては中小規

模企業の大規模企業への吸収合併を促進する施

策が掲げられ，地方政府の枠を越えた再編を目

指すこととなっている。これは本論文でもみて

きたように，設備淘汰の際に対象設備が残存し

て不法に操業を続けているような状況が依然と

して存在することを示すとともに，延々とこの

問題が解決にたどり着かない制度的要因を改め

て分析する必要があることを示唆している。

他方，合理的産業配置の形成については，中

国はこれまで内陸にも立地した地方分散的な産

業配置となってきたが，それは実は原料立地と

いう要因からもたらされたものであった。しか

し近年，鉄鋼業の爆発的な拡大の前提条件に関

して，鉄鉱石はもちろんのこと，コークス用原

料炭についてさえ，とくに原料への輸入依存が

高まりつつある状況へと転換している［杉本

２００８］。その意味でも新規工場の立地としては，

輸入のために港湾が活用しやすい，曹妃甸プロ

ジェクトをはじめとする臨海製鉄所が今後中心

となるものと思われる。その点を考えると，地

方の鉄鋼企業が現状のまま経営を続けていける

かどうかは不透明であり，内陸部の地域産業と

しての地方鉄鋼企業の存立意義を踏まえた産業

政策が検討される余地があるように思われる。

「十一・五」期以降，重点企業では鋼材製品

の高付加価値化に対応するための設備が稼働す

るが，依然として国外からの技術移転が大勢を

占めており，輸入代替に成功するかどうかは品

質面から未知数であるというのが妥当な評価で

あろう。またこうした設備増強の結果，国内市

場での鋼材価格下落の不安も残る。本論文との

関係では，重点企業の技術導入・開発のあり方

のみならず，鉄鋼業全体としての垂直的・水平

的技術移転にかかわる技術移転市場の構築，あ

るいは技術開発政策のメカニズムの制度化など，

技能・生産管理といったソフト面での技術移転

の分析も今後の課題として指摘しておきたい。
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（注１） 本稿では「市場を活用した淘汰」と

いう用語をしばしば用いているが，これは完全

なレッセフェールを指すわけではなく，市場の

失敗によるケースを除いて，政策による介入は

極力排除するというスタンスを念頭に置いてい

る。すなわち政府が設定した恣意的な基準で淘

汰対象企業を決めるのではなく，市場競争のメ

カニズムを活用した選別を行うという態勢を基

本としつつ，しかしながら市場の失敗，例えば

環境問題など外部不経済に対しては当然政策介

入による規制を行うというものである。

（注２） 一般に，寡占価格が限界生産費用か

ら乖離することによって超過利潤が発生する（但

し国際的な寡占市場の場合）。この超過利潤の獲

得を目的とした貿易政策としての産業政策の意

義も指摘されている（Krugman（１９９０）を参照）。

しかしながら産業政策の妥当性を決する，幼稚

産業保護論およびその根拠となる動学的規模の

経済については，本稿においては論点を絞るた

め，分析の対象外とする。

（注３）事前処理設備の設置・操業技術と環境

汚染の関係について，氏川（２００１a）を参照。

（注４）中国での統計上の分類によれば，工業

企業において従業員数２０００人以上，販売額３億

元以上，資産総額４億元以上を大型企業，従業

員数３００～２０００人，販売額３０００万元～３億元，資

産総額４０００万元～４億元を中型企業，これより

小規模な企業を小型企業としている［山西省企

業調査隊２００４，５６０―５６１］。

（注５） 図２では１９９７年をピークとして１９９９

年にかけ，非機械式コークス炉によるコークス

生産が５０００万トン減少しており，上記の淘汰政

策がかなり功を奏したようにみえる。しかし別

の統計によれば，同じ１９９７年から１９９９年にかけ

て２０００万トンの減少にとどまっており統計に大

きな開きがある［新華信業調査資料２００６年１月］。

政府統計作成の基盤となるモニタリングの精度

および統計を作成した機関自体の信頼性が問わ

れることになろう。

（注６） 文中に「コークス価格」と「コーク

ス用原料炭価格」とあるが，後者はコークス生

産過程での原料となる石炭の価格でコークス工

場における原料費であり，前者はこれに労務費

やその他工場費用等を加えた，コークス製品の

価格である。

（注７） CDQは，Coke Dry Quenching equip-

ment（コークス乾式消火設備）の略。コークス

炉から窯出しされた赤熱コークスを消火する際，

散水消火によるCWQ（Coke Wet Quenching

equipment，湿式消火設備）では回収が困難な顕

熱（蒸気形態）をチャンバー内で回収し工場内

での発電等に再利用でき，かつ消火時に発生す

る粉塵をも回収可能な点で，その技術的有用性

が高いといえる。

（注８） 在来型コークス製法と環境汚染との

関係について詳しくは氏川（２００１b）を参照。

（注９）１９９８～２０００年山西省での筆者らの現

地調査による。

（注１０） W社資料による。

（注１１） 以上は，１９９８～２０００年山西省での筆

者らの現地調査による。

（注１２） 以下は，２００２～２００３年山西省での筆

者らの現地調査による。

（注１３） 例えば日本の電炉業界においては競

争が激しくても，政府による設備淘汰の誘導政

策は不況カルテルの認可を含めて，１９７０年代後

半から１９８０年代後半まで厳然と存在していた。

競争環境があるにもかかわらず政策的介入が必

要となるこうした事例はサンクコストの面から

説明できる。設備投資など固定費用が大きい場

合，企業は本来競争によって淘汰されるべき状

態（平均費用を下回る水準）であっても固定費

用の回収（例えば設備の転用）ができないため，

それよりさらに低い水準である運転費用が回収

できなくなる（限界費用を下回る水準）まで生

産を継続してしまう。そうすると業界全体で価

格が低迷し，効率性が低下してしまうという問

題がある（固定費用が埋没費用，サンクコスト

となる）。こうした点から日本の電炉業界などで

は政策介入による協調的設備調整や不況カルテ

ルが行われた。ところが中国の鉄鋼業の場合，

政策的介入による淘汰の対象となっている小型
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高炉は設備費用はそれほど大きくなく（したが

ってサンクコストも大きくなく），また石炭価格

の自由化によってコークス用原料炭をはじめと

する投入原料のコストが上昇している状況で，

適切な前処理など対策を行っていない小型高炉

は運転費用がかさむこととなり，競争によって

淘汰されていくものと考えられる。

（注１４） スタンダードな環境経済学において

は，直接規制は経済的手段と比較すると経済効

率性を悪化させるため，望ましくないという見

方が主流である。しかしながら日本の経験を踏

まえ，特に政策の実施面から直接規制による環

境政策の有効性を認める議論も，特に我が国の

環境経済学者のなかでは一定の評価を得ている。

中国においても経済的手段の実施面における制

約は大きく，直接規制がこれまで一定の役割を

果たしてきた。こうした点については，堀井

（２００５）および直接規制による最近の排煙脱硫

装置の急激な普及を分析した堀井（２００８）を参

照。

（注１５） 日本鉄鋼連盟（２００５）によれば，大

型高炉とは内容積２０００立方メートル以上の高炉

を指す。

（注１６） 生産規模が必ずしも効率的経営を意

味しないのは本稿が第Ⅱ節で論じたところであ

る。但し，高級鋼板など技術水準の高い高級品

の場合，一定の生産規模の拡大が必要であるの

も確かである。したがって技術政策として規模

の引き上げを目指すことにはある程度合理性が

ある。しかし中小規模の企業を整理することで，

重点企業をはじめとする大規模な企業に市場の

シェアを獲得させ生産規模を拡大させるという

現状の政策ではその目的は達成できない。各々

の企業の技術水準の引き上げが肝要であり，そ

の対象として現在は低級品の生産を行っていて

も，効率的経営を行っている非重点企業にも成

長の可能性はあり，排除すべきではないと考え

る。
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２００３．

《中華人民共和国国家発展和改革委員会公告》２００４

年 第７６号．

農業部郷鎮企業局１９９１．『焦炭工業生産与汚染防

治』中国環境科学出版社．
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【付記】 本稿の執筆にあたっては，２００５年に（財）

日本石炭エネルギーセンターより「平成１７年度海

外炭開発高度化等調査」（海外炭開発高度化調査）

での「中国における石炭供給ポテンシャルと世界

の石炭市場へ及ぼす影響」調査事業の一部として，

日本貿易振興機構アジア経済研究所に対して委託

された「中国のコークス生産・消費の現状と今後

の展望」での調査がもとになっている。また本誌

レフェリー諸氏からは有意義なコメントをいただ

いた。ここに謝意を記したい。

（氏川・横浜国立大学国際社会科学研究科准教授

／堀井・九州大学大学院経済学研究院准教授，２００８

年５月２０日受付，２００９年８月２１日レフェリーの審

査を経て掲載決定）
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